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本研究は、持続可能なコミュニティデザイン1に向けて、自治会を基盤とした生活支援のための事
業体がどのように誕生し、経営されているのかを明らかにするものである。調査の結果、事業体が
生み出される背景には、外部からの働きかけ、新たな構成員によるニーズの共有、そして、事業体
の前身となる活動が重要であることが示された。自治会からの資源調達については、基金等の財源
確保や新たな人材の公募、契約や広報等の窓口機能の重要性が示された。また、サービス受給者が
自治会の範域を越えるのか否か、特定の受給者に限定されるか否かによって、自治会からの資源調
達の内容が異なることが示された。これらの分析内容をもとに、自治会を基盤とした生活支援のた
めの事業体づくりに向けて次の4点を提起した。⑴事業体の前進となる見守り活動等のより多くの
住民が関心を向ける活動の作り出し、⑵サービス供給体制を考慮したサービス範域の設定、⑶自治
会の触媒機能の強化、⑷新たな構成員を巻き込んだ協議の場の運営力の向上 
１．はじめに 
本稿は、近年、日本の地域コミュニティが大きな転換期を迎えている状況において、地域コミュ
ニティ組織をどのように発展させ、経営していくかに着目している。なかでも一定の範域に住む地
域住民がその地に住み続ける上で必要となる共同処理システム[1]2をどのように築き、持続し得るの
かについて、地域代表的な性格を帯びる自治会を基盤として創成される生活支援事業を対象として、
その生成過程と生成後の運営を明らかにすることを目的としている。 
１．１．研究の背景 
地域問題を住民自らが解決する試みは、1960年代の高度経済成長期にすでに多くの実践がある。
当時は、生活していく上で十分な整備が行き届かない、保育や環境美化、そして道普請などの公共
的な事業を住民自らが担う相互扶助機能の充実、また対外交渉機能として大気汚染、騒音などの公
害問題への反対運動や陳情など、住民の総意を語る自治会として大きな役割を果たしてきた。 
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郊外化の中で開発された住宅地は、世帯分離と高齢化による家族内相互扶助システムの限界、ま
たそれを要因の一つとするこれまでの市場システムの限界、複雑多様化するニーズに対する行政シ
ステムの限界により住み続けることが困難となる地域も出現しつつある。そうしたなか、改めて自
治会を中心とする地域コミュニティに、“地区の特性に合わせた自治の力”を期待する動きが展開し
つつある。すでに自治会機能の低下も叫ばれて久しいが、一方で、広井[2]による地域密着人口の増
加3、総務省統計による第三次行動の増加4が示すように、地域を基盤とした活動に対する地域住民
の参加について期待する報告もあり、自治会の運営方法によっては機能回復や新たな機能の追加の
実現可能性は少なくない。実際に自治会を中心とする住民自治組織により多様な生活支援事業が実
現している。 
本稿では、居住の継続に必要な自治会による生活支援事業体を、「自治会（会員）の全部または一
部が創成期において事業体形成を主導し、事業体生成後も自治会との協働関係を持ちつつ、継続し
た事業経営を実現しているもの」と定義し、以下では「自治会による生活支援事業体」と呼ぶ。自
治会が事業体創成期に主導するところが重要である。自治会が主導することで地域住民の多くの賛
同者得られる生活支援サービスがどのように生成され、事業化されるのかは、今後のコミュニティ
政策において重要なテーマである。 
２．研究の方法 
２．１．研究の枠組み 
本稿は、まず、（1）地縁組織を代表する自治会に期待する意義と課題、（2）地域に出現するニー
ズとそれらに対応する共同処理の方向性を整理する。次に（3）既往研究で整理されているZaltman[3]
らによるパフォーマンス・ギャップの理論を援用し、生活支援事業体の生成過程の理論枠組みを把
握する。その後、（4）事例を対象として生活支援事業体の創成と持続に関する要点を分析する。こ
れらの分析を踏まえて、最終的に、（5）自治会による生活支援事業体の今後の方向性を議論する。 
２．２．先行研究  
先行する研究において、自治会の役割の変化や、住民活動と組織的限界、自治の新しいガバナン
スの仕組みづくりという観点から協議会型自治組織の可能性を事例的に研究したものは多い[4] [5] 。
一方、自治会に着目し、その自治会がつくり出す事業体や経営に着目した研究はあまり見当たらな
い。他方、自治会とNPOとの協働による事業の実施に関して僅かに研究蓄積がある。自治会とNPO
の協働による地域コミュニティの再構築の要件を整理した田中[6]には、両者をつなぐ地域プラット
ホームの創出を担う中間支援型NPOの重要性を示している。また特に本研究の関心領域では、森・
新川[7]により、自治会を基盤とする NPO 法人生成のメカニズムについて、Zaltman のパフォーマ
ンス・ギャップの概念に着目し、組織論の観点から分析をしたものがある5。本研究においても事業
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体生成の理論枠組みについて、基本的にこれを援用して分析している。本研究は、生活ニーズに対
応した事業体生成に着目している点、また事業の継続性に着目している点が森らと異なり、中期的
な時間軸を持ち、地域生活を支える事業体をいかに経営するのかといった分析の視点が新しい。 
２．３．研究対象地と対象事例 
２．３．１．研究対象地 
研究対象地は横浜市である。横浜市は、1960年代の高度経済成長期における住民参加論をリード
した都市であり、また 1990 年代後半以降の協働型社会において、他の自治体に先駆けて協働の原
則（横浜コード6）を定めるなど地域住民自治の実践をいち早く進めた都市である。公益財団法人か
ながわ国際交流財団の調査[8]によると、自治会加入率は 76.1%（調査時点 2014 年 4 月）である。
横浜市の地域住民自治の仕組みは、単位自治会とおおよそ中学校区の範域で連合自治会が組織され
ているのが基本である。これに行政区の特徴に合わせて現行の制度内で、協議会形式により地域自
治システムを創り出している7。市の南部エリアでは、交通不便な丘陵地に戸建ての住宅地開発が大
規模に且つ短期間に進められ、新たな入居者の受け皿がなく、住み替えが進まない、また、世帯規
模の縮小やライフスタイルの変化により、日常生活を送る上で不可欠なサービス資源が無くなるな
ど、現在、限界団地化が危ぶまれている。こうした状況の中、地域住民自治を基盤とした実践を支
援する制度や仕組みを多彩に整え、多くの経験を蓄積しつつある横浜市を対象とすることは、今後
の施策や支援のあり方を検討する上で有用だと考えられる。 
２．３．２．事例対象  
 
地域
自治会
横浜市金沢区
湘南八景自治会
横浜市南区
六ッ川地区連合自
治会
横浜市泉区
下和泉住宅自治会
横浜市泉区
下和泉住宅自治会
横浜市栄区
庄戸１丁目、庄戸２
丁目い、庄戸３丁目
い、庄戸４丁目、庄
戸５丁目自治会
NPO法人あやめ会
＊自治会から分離独立した
NPO法人
15年 ・泉区内を中心とし、毎日利用可能な送迎サービス。
庄戸の元気づくり
＊5町会の支援による任意団体
９年 交流サロン事業
・常設型の居場所、プレイコーナーの設置
・ランチの提供:月２回水曜（子育てサロン開催時）、毎週金曜日（多世代サロン
開催時
・貸室による各種教室や講座、イベントの企画・運営
暮らし応援事業
・日常生活支援サービスの提供
・資源回収
農園サロン、朝市サロン
＊自治会内の一部門
5年 ・週１回の農園サロン
・月１回の朝市サロン
　農園サロンで収穫したものの他、買い付けをして販売、買い物難民の支援を
目的としつつ販売により財源確保をしている。
・有志が集まり、加工品「六ッ川みそ」の製造・販売をしている。
コミュニティバス　Eバス
＊３つの自治会による運営委
員会方式
14年 ・市民が自主的にコミュニティバスの運営。毎日、朝夕を中心に１時間に１〜２
本程度。
生活支援事業体 経過年数 主な事業内容
コミュニティ・サロン　ほっこり
＊自治会内の一部門
4年 ・常設型（日月祝休み）の居場所とランチの提供
・プレイコーナーの設置、レンタルボックスの管理運営
・各種教室や講座、認知症カフェ、主に男性を対象とした夜サロン
・イベント
・区の市民活動支援センターのサテライト機能
　（市民活動等の相談、情報提供）
 
表1：事例対象 
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対象とする事例は表1に挙げた5つの事例である。郊外化が早期に進展し、多くの生活課題を抱
えつつある、横浜市南部エリアで活動する自治会による生活支援事業体である。いずれも以下の要
件を満たすものである。 
（１）自治会からの資源提供を有している 
自治会から全部ないしは一部の資源調達を受けて、新たな事業の創出と組織化をしている。ここ
でいう全部ないしは一部の資源調達とは、組織マネジメントに関する研究蓄積の多い NPO 法人に
関して、内閣府による「平成 27 年度特定非営利活動法人に関する実態調査」を参考にすれば、課
題として、人材の確保、収入源の多様化、事業実施スキル、人脈・ネットワーク、事業規模の拡充、
広報となっており、これらの資源の提供を受けていることを指す。 
（２）自治会からの「お墨付き」を得る機会を経ている 
後述する自治会の地域代表的性格といった存在特性からくる信用保証、いわゆる「お墨付き」を
得られているかどうかが重要であり、本調査対象の事例は全てお墨付きを得る機会を経ている。 
（３）生理的ニーズ・社会的なニーズを事業として解決している 
家族機能や市場の変化、また行政的な解決が困難となり生じる、生理的なニーズ、例えば食の確
保やそこに必要な移動サービス、または、帰属や尊敬を得たいという社会的なニーズ、例えば役割
や安心を得られる居場所、これらのニーズに応答するサービスを事業として実施している。 
３．自治会の変容と事業主体化 
３．１．自治会の組織特性 
自治会には、地域住民の意思を代表する地域代表性を期待されている。名和田[9]は、近代地方自
治制度との関連から、市町村という制度的枠組みに倣い自治会の特性を整理している。名和田はま
ず、市町村の次の3点を整理している。(1)社会の中で行為主体として登場できるための法人格、(2)
必要な財源を確保するための課税権、(3)地域に必要な共通ルールをつくるための条例制定権である。
これに倣い、地域運営の基礎単位であるコミュニティについて、その特性を以下のように整理して
いる。(1)コミュニティに法人格は与えないが、行政組織の一機関として行為主体性を与える。また、
(2)課税権は与えないが、住民代表的組織が自由に使途を決定できる交付金を措置するなどして、一
定の財政的権能を与える。さらに、(3)条例制定権は与えないが、住民代表的組織に一定の権限(場
合によっては行政を拘束する決定権)を与える。これらのコミュニティ運営の制度的な3要素につい
て、権能・権限を市町村から与えるというものである。自治会は、一定の範域に住む住民から信託
を受けてこれらの権能・権限を自主的に発揮している。以上を整理し直すと以下の4要素が自治会
の組織特性として整理できる。 
１） 地域代表的性格を有する —行為主体性や交付金の受け皿としての権能・権限を発揮する。 
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 ２） 賛同者（会員）へ会費徴収権を有する —課税権に代替する権能・権限を発揮する。 
 ３） 会則制定権を有する —条例制定に代替する権能・権限を発揮する。 
４） 範域を有する —他の自治会と重複のない排他的地域独占の権能・権限を発揮する。 
ただし、これらは賛同する会員に対して効力が発揮されるものであり、自治会の加入率に支えら
れている側面が大きい。 
３．２．自治会の活動内容の変化 
３．２．１．生活ニーズの多様化と共同処理システム 
現代の自治会には、大別すると4つの機能がある。行政と住民の情報や意思を授受する窓口機能、
親睦機能、地域文化の伝承・創造機能、地域課題の解決機能である8。こうした機能のうち、特に郊
外住宅地では、最初の入居者が高齢期を迎え、また子世帯の世帯分離や住宅地内の世代交代が進ま
ないことによる、家族内相互扶助機能の低下や市場の変化によるサービス事業者の撤退などにより、
地域的なまとまりの中で共通して現れる生活ニーズが増大し、それに応答する地域的なサービス資
源が必要となっている。つまり地域課題の解決機能への高まりである。地域的なまとまりの中で共
通して必要とされるサービスに自治会がどのように対応していくのか。生活ニーズの把握とそれに
対応する組織づくりが目下の課題となっている。そして、これは地域によっては、共通するニーズ
があっても、各家族が収入に応じて個別に市場サービスを購入し解決を得るといった個別処理シス
テムで解決している実状もあり、地域的なまとまりの中で共同処理するシステムになりにくい状況
がある。地域内の居住者の属性が多様化すればするほど共同処理システムを構築できない、つまり
自治会が対応しきれていないジレンマがある。  
３．２．２．生理的ニーズ・社会的ニーズに対する自治会への期待 
住み慣れた地域に続けたいと願う人が住み続けるために必要なこと、そして身近な地域ができる
こととは何だろうか。生きていくために最低限必要となる、食べる、寝る、排泄する、これらが人
間が生命を維持するために必要な欲求とされる生理的欲求である。また次に、自らが安全で安定し
た状態を得たい、また集団の中で所属したり居場所を得たいという、社会的な欲求がある。こうし
た欲求は誰もが共通に持つ基本的欲求である。これらが脅かされると生きにくい状態となり、これ
までのような生活を維持できなくなる。こうした状況に個人で立ち向かうのか、他人にお願いする
のか、仲間を作って立ち向かうのか、である。個人で立ち向かえる人でも、例えば、個人で行うよ
りも安価に質の良いものが得られるならば、仲間を作って立ち向かうことを選択するだろう。仲間
を作る場合にも二つ方法がある。地域的なまとまりを持って対処する場合と、専門的であったり個
別性が高く地域的なまとまりで対処しにくい場合に距離に関係なく同様なニーズを持つ人がまとま
りを作って対処する場合である。前者については、地域的なまとまりという点で自治会や地縁組織
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への期待が高まる。特に住民の共通性の高いニーズについては自治会が対処すべきニーズと捉える
ことができる。具体的には、食（食事・食品、あるいはそこへのアクセスビリティ）の確保、防犯
や災害時を想定した安全・安定の確保、帰属を感じられる居場所が想定される。そしてこれらは、
地域ごとに異なる地理・空間、人口構造、サービス資源の状況に応じた対応が必要であり、有限な
地域資源を総合的にマネジメントする必要があることからも、身近な地域の自治組織である自治会
に期待されるのである。 
３．３．自治会運営の課題 
上述してきたような期待がある一方で、前近代的な運営となることが少なくない自治会について、
住民から次のような声を聞く。 
  会計処理が不透明である、意思決定のプロセスが不明瞭である、人事が固定化している、 
 自由意志による参加が現実的に不可能ではないか、情報発信が不十分で何をしているか 
 わからない、自治会非加入者のサービスただ乗りへ不公平感がある など 
この結果の一つが自治会の加入率の低下に現れているのではないだろうか。情報公開は協働のま
ちづくりにおける必須の事項である9。自治会の組織運営の課題は、組織の外部環境の変化を要因と
して発生するものと、内部環境の変化を要因として発生するものがある。整理すると表2のような
ものが考えられる。 
表2：自治会の組織運営の課題要因 
３．４．自治会を基盤とする生活支援事業体の意義 
生理的ニーズや社会的ニーズは、毎日の生活に関わることであり、特に高齢者や子育て支援につ
いてはアクセスビリティが重要であることから、地理空間的に近接したエリアでサービス授受の関
係を作りだすことが理想だろう。身近な地域にあって、地域代表性を持ち組織化され、信頼を得て
いる自治会が生活支援サービスを作り出す意義は大きい。ここでは自治会による生活支援サービス
提供の意義について「信頼」をベースとして提供されるサービスであることを前提として、どのよ
うな優位な点があるのかについて、自治会のリーダー等の属人性に依拠する人格的信頼と、規範や
権力に依拠するシステム信頼とに分けて整理する10。  
 
外的要因 
 
地域ニーズの質的・量的変化、補助金や支援制度など地域に関わる行政
施策の変化、技術革新、法令の変化、市場の変化、競合団体の行為、公
衆の期待 など 
内的要因 担い手の高齢化や固定化、財源の確保や多様化、会計等の事務力の確保、
情報発信等の技術力の獲得、人材のマメンジメント、行事やサービスの
質の維持・変革、拠点や車両等の資源確保 など 
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表3：自治会の信頼に基づく優位性 
以上のように自治会を基盤とする活動には多くの利点がある。身近な地域のサービス授受の仕組
みづくりは、人格的信頼によるところも大きいと考えられるが、安定したサービスを実現するため
にはシステム信頼を充実させ、その特性を生かした仕組みづくりにする必要がある。 
４．自治会による生活支援事業体の創生 
４．１．パフォーマンス・ギャップ論 
パフォーマンス・ギャップ論は、Zaltmanらの「組織が行っていることと、その意思決定者が成
すべきだと思っていることとの間に差が生まれた時に生じる」という概念であり、本研究の視点に
立てば、自治会が行っていることと、自治会のリーダー層（正確には自治会会員による総会での決
議）たちが成すべきだと思っていることとの間に差がある」ということになる。そして Pfeffer ら
の概念11を援用する森らの理論枠組みによれば、これらの差は内部環境の影響より外部環境の影響
が大きく、さらに 経営戦略の面から Wernerfelt らの概念12を考慮し、外部からの資源調達量の状
態から目指すべき組織の戦略や目標が導かれるとしている。つまり、「自治会リーダー層が、自治会
会員たちのニーズを把握し、これから成すべきことを設定し、現状の活動の期待される成果に差が
ある、そして資源調達を得やすいと判断した時に組織が構造再編する」ということである。そして
その姿は、(1)NPO 法人等の他の組織を作り出す場合、(2)自治会それ自体が組織再編し、組織内部
に新たな活動を生み出す場合、これら2つがある。(1)のように組織再編度合いが大きい場合は、別
組織（法人）を作り出し、独立した形で運営するものもあれば、(2)のように、再編度合いは小さく、
既存の自治会内の組織再編により、自治会が運営するものもある。組織再編度合いによる新たな事
業体創成を表すと図1のようになる。また生活支援事業体は、その誕生はもちろんであるが、いか
に継続してサービスを提供しうるかが重要となる。Zaltmanは、組織変更の実行は、創成期と持続
期に分かれ、それぞれの段階において調整状況が生じるとしている。 
＜人格的信頼＞ ・顔見知りが多く、またお互いの状況を把握しているため、新規で組織
作りを行う場合に比べて、担い手の確保が比較的容易である。 
・地域が持つ歴史や文化、慣習を理解しており、サービス資源開発にお
いて地域性を踏まえることができる。 
＜システム信頼＞ 
 
・既存の情報伝達ツールを活用できるため広報力が高い。 
・地域自治組織としての理解が浸透しており、地域住民のニーズ調査な
どの調査を行いやすい。 
・地域代表性を有していることから他の機関や近隣自治会等との連携を
図りやすい。 
・地域代表性を有していることから行政からの支援を得やすい。 
・信頼を得ている場合は、寄付や賃借の資源調達をしやすい。 
・自治会が有する拠点や物品などの資源を有効活用できる。 
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図1：組織再編度 
４．２．分析の枠組み 
パフォーマンス・ギャップ論と、信頼を規範とする資源調達の可能性を踏まえ分析枠組みを整理
する。一つは生活支援事業体の「資源調達の自治会への依存度」に着目する。もう一つは、組織変
更における「創成期」と「持続期」という時間軸である。既往研究で示した森らの研究は、自治会
から生成される NPO という独立した組織と自治会との「システムの相互依存度」に注目している
が、本研究では前節で示したように、必ずしも自治会から NPO としての独立を前提とせず持続可
能な生活支援サービスの実現を念頭に置いているため、“持続するために自治会からどのような資源
提供を受けているかの時間軸”に着目している。また会員加入のルールについても、現実的に自治
会の加入率は減少しており、加入を前提する仕組みの構築が困難となりつつあることや、生活支援
サービスの授受を目的としているため、自治会の会員でないとサービスを受けられないというルー
ル自体が馴染まないため分析視点として用いない。以上の観点から、創成期から持続期における自
治会への依存度別に資源調達の類型を整理すると図2のような 4つの区分（類型Ⅰ〜Ⅳ）になる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）類型Ⅰは、生活支援事業体の創成期、持続期ともに自治会への資源調達依存度が強い。資金、
担い手、拠点や物品のほか、自治会の持つ人格的・システム的信頼の両面から得られる資源や資源
図2：創成期と持続期における自治会依存度4分類 
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獲得へのアクセスビリティを得ている。またこうした資源調達以外にも、意思決定そのものに自治
会の関与が大きく働いている場合もある。言い換えれば、自治会の意向に左右される経営となる。 
（２）類型Ⅱは、自治会への依存が次第に低くなるか、ほとんど無くなるタイプである。パフォー
マンス・ギャップを自治会リーダー層が受け止め、生活支援事業体を構想し、必要な資源を提供す
ることで事業体として実現する。持続期は、事業体の自立に向けて積極的に関係を弱くしていく場
合と、会員の抵抗や利害対立の調整が不調となるなどの理由により、自治会が関与しづらくなる場
合が考えられる。 
（３）類型Ⅲは、誕生時の創成期にはそれほどではなかった自治会への依存度を時間の経過ととも
に強めていくタイプである。その後、持続期において自治会が積極的に依存度を高めていく場合も
あれば、事業体側が経営上の戦略として、あるいは仕方なく依存を強めていく場合があろう。 
（４）類型Ⅳは、創成期・持続期ともに最低限の資源調達としている。自治会を基盤としつつ依存
度が継続的に低い理由はいくつかの要因があるだろう。会員総意の自治会にあって、ニーズは少な
いが対処が必要なサービスである。少ないニーズに対して総意として賛成を得にくく、賛成者の不
利益を最低限にとどめるため依存度を弱くすると考えられる。 
５．事例分析 
５．１．事例分析の視点 
ここでは森らの（１）パフォーマンス・ギャップの認知に関する分析視点を踏襲しつつ、自治会
への依存、すなわち（２）事業体運営における資源調達の時間軸での変化に着目する。なお、調査
は2016年8月時点のものであり、ヒアリング対象者はいずれも生活支援事業体の代表者である。 
a.コミュニティサロン・ほっこり［類型Ⅰ］ 
自治会の1部門として位置付けつつ、独立採算部門として運営していることが特徴である。パフ
ォーマンス・ギャップについては、コミュニティサロンの開設について、助成金を得て3年間取り
組んだ「見守り活動」があり、自治会の中に機動的な主体が出来つつあったこと、拠点となる空間
があったことが内的な要因として大きい。また、空間のリフォームに関する助成金獲得のためのプ
ロポーサルに応募し、一定のスケジュールの中でプロジェクトを実現する必要があったことも外的
な要因として大きい。近隣の自治会で、同様なコミュニティサロンが実現しており、住民への説得
性を高めることができたことやノウハウの提供を受けることができたことも大きい。 
資源調達においては、自治会の中の1部門として位置付けられていることからも、ニーズ把握や
担い手募集、拠点の借用（家賃は自治会所有のため無償）までかなりの部分を自治会の持つ優位性
を生かした運営をしている。特筆すべきは先に述べたようにコミュニティサロンの運営についは独
立した会計とし、黒字経営をしていることである。 
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表5 コミュニテイ・サロンほっこりの資源調達 
  
【 コミュニティ・サロン ほっこり 】 
地区の概況 パフォーマンス・ギャップの認知 
 自治会会員は1957世帯、
自治会加入率は 94%、人口
約 6000 人、65 歳以上人口
の割合は 30%を超える。  
私鉄駅から徒歩で 20 分程
度の位置にある。一時期に
一斉に開発された住宅地で
急速に高齢化が進んでい
る。坂の多い地域でもあり
外出困難者が増えているこ
とが予想される。また近所
には食事をするお店がな
い。 
 自治会長や副会長、その他役員は、それまでに取り組んできた家事支援等を行う「お助けマン」、
一人暮らし高齢者を対象とした見守り訪問など、高齢化に伴う見守り活動を積極的に取り組んでき
た。その後、居場所サロン活動を毎月一回開催していた。見守り活動を中心に活動を展開してきた。
一方、大規模な自治会であり、多数のサークル活動が展開していた。また公共施設まで少し距離が
あるため、当時の自治会館スペースだけでなく活動拠点の拡大に関するニーズも高まっていた。自
治会としての貯蓄があったため、使途を詳細に限定する前に、集合住宅1階の自治会館に隣接する
空き部屋を購入した。 
 サークル活動の使用場所というニーズと、これまでに経験してきた見守り活動の延長としてのコ
ミュニティ・サロンを実現するのかに関して議論があった。会長を初めとした中心メンバーはコミ
ュニティ・サロンの実現に積極的であり、客観的なデータを得るために、福祉領域に関する住民ア
ンケートを実施した。その結果、高齢者や子育て世代の交流や居場所として活用する方向性が導か
れた。 
 また、建物内のリフォームに関する市からの補助制度を活用するため、組織的にも急ピッチで合
意形成を図ることができた。 
 
 
【 コミュニティ・サロン ほっこり 】 
 資源調達の内容 
創
成
期
 
自
治
会
 
・自治会は福祉領域に関する地域ニーズの実態調査を実施した。 
・自治会役員は見守り活動や生活課題に関する活動の経験やノウハウを蓄積している。また意識面
においても多くの役員がその重要性を共有していた。 
・自治会は専有できる活動場所を確保していた。 
・自治会役員の過半が積極的に新事業の運営に関与していた。 
・自治会の一部門としてコミュニティサロン部門を設置した。 
・活動メンバーの募集を自治会が実施した。 
そ
の
他
 
・周辺地域に、目指す事業を展開している市民主体のコミュニティサロンがあり、ノウハウの提供
を受けた。 
・横浜市より建物（内装）改修に関する助成を得た。 
持
続
期
 
自
治
会
 
・自治会の一部門として事業を継続している。サークル活動のように自治会の中の一団体となると、
自治会として個別の支援をしづらいが、自治会の本事業として位置付けることで積極的な支援が可
能となっている。 
・自治会として行なっているため、家賃や管理費は自治会負担となるため、部門として不動産賃借
の支出はゼロである。 
・広報は常に自治会の支援を受けている。 
そ
の
他
 
・金沢区より市民活動支援センターのサテライト拠点としての位置付けを得て、市民の相談対応や
自主事業に関する事業助成を受けている。 
 
b．農園サロン・朝市サロン［類型Ⅰ］ 
図1の自治会組織からの構造再編度の最も小さい対象に該当する。連合自治会の既存の福祉部門
の一事業として位置付けている。組織内に位置付けるという点ではaの事例と同様である。パフォ
ーマンス・ギャップについては、こちらも事例aと同様に地域の見守り活動を先行して取り組んで
おり、基盤となる主体が形成されていたことである。つまりニーズについては、見守り活動の必要
性を先行して把握していた。それを既存の連合自治会という組織をベースとして実現しつつあった。
表4 コミュニティ・サロンほっこりにおけるパフォーマンス・ギャップ 
94
 
 
実現しつつある組織があり、対象者も連合自治会内のメンバーが殆ど（隣接区から数名参加してい
たが後に連合自治会エリアのメンバーのみ参加可とした）であったことから新たに別の組織を創出
する必要性を、当時の役員らがそれほど感じなかったことが考えられる。 
資源調達は、自治会の既存の福祉部の事業として取り組まれていることから、ニーズ把握や担い
手募集、拠点の借用までかなりの部分を自治会の持つ優位性を生かした運営をしている。担い手は、
手あげ方式で集まったメンバー15 人で始まった。会計は福祉部門の独立採算として、年間 100 万
円ほど売り上げている。このほか、メンバーの有志で「六ッ川みそ」の製造販売、生ゴミ肥料化プ
ロジェクト、地元の小学校の「農援隊」への参画などの活動の広がりを生み出している。 
 
【　農園サロン・朝市サロン　】
地区の概況 パフォーマンス・ギャップの認知
　19の単位自治会が
集まった連合自治会
である。世帯数約
5400、人口約11000
人。1960年代より３
つの丘陵を開発した
地域で坂と階段が多
い。地区により高齢
化が急速に進んでい
る。
　2009年、区役所から孤立死防止モデル地区の提案が地区社会福祉協議会に
あった。1年間勉強会を重ね、翌年連合自治会が中心となり、活動を始め
た。2011年プロジェクトチーム「六ッ川みまもりたい」を発足した。自治会
の基本理念を「命を尊び、弱者にやさしく」として福祉を中心とした活動に
力を入れることとした。
　見守り活動に力を入れることとしたが、訪問型の見守り活動は、高齢者も
多く限界があると考えた。居場所を中心に相互に見守り会う各種サロン活動
が良いのではないかと考えた。
　また、同じ時期、市の未利用土地を借用し防災倉庫を建築していた。その
残余スペースがあり畠としていた。
　さらに連合自治会のHさんは体験ファームを15年続けており、現在でも空
き待ちの状態で、畠いじりのニーズがあることを実感していた。  
  
資源調達の内容
（
連
合
）
自
治
会
・連合自治会が主体となり、基幹事業として取り組んだ。
　福祉部と老人会が連携して実地することとなった。
・公募によりメンバー募集をした。
・連合自治会が市の低未利用地を借り受けていた。
　（賃借料は連合自治会が福祉費として負担）
・連合自治会長が土づくり、野菜づくりのノウハウを持っていた。
そ
の
他
・地区社会福祉協議会と協働して企画部会を設置して勉強会を開催した。
・区役所よりモデル事業「孤立死予防のモデル事業」として、勉強会やワークショップ
開催などに関する予算を確保された。その後、事業実施に対しても区より助成金を獲得
した。
（
連
合
）
自
治
会
・連合自治会が主体となり、基幹事業として取り組んでいる。
・公募によりメンバー募集をしている。（常連メンバーは現在35名ほど）
・連合自治会が市の低未利用地を借り受けている。
　（引き続き、賃借料は自治会が福祉費として負担）
・元連合自治会長が土づくり、野菜づくりのノウハウを持っており、継続して中心メン
バーとして参加している。
そ
の
他
・農園サロンの翌年から始まった朝市サロンの実施にあたり、区より事業実施に関する
助成金を獲得した。
・活動メンバーの有志により地域ブランド品として、六ッ川みその製造を始め、地域外
だけでなく、地域内に向けて活動のPRにつなげている。
持
続
期
【　農園サロン・朝市サロン　】
創
成
期
 
表6  農園サロン・朝市サロンにおけるパフォーマンス・ギャップの認知 
表7 農園サロン・朝市サロンの資源調達 
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c.Eバス［類型Ⅱ］ 
  
【　Eバス運営委員会　】
地区の概況 パフォーマンス・ギャップの認知
　自治会会員は970世帯、自
治会加入率は95%、65歳以上
人口の割合は35%を超える。
　地下鉄駅からバスで15分
程度の位置にある。既存の
バス路線の廃止と本数の減
少。高齢化が進み、既存の
バス停までの歩行困難者が
増加している。
　会社を退職した直後に自治会長に就任したS氏は、それまでに何年
も申し送りとなっていた地域課題を、そのままさらに申し送りとす
ることはあり得ないと考え、自治会内に特別対策委員会を設置し、
諸課題の検討に入った。その翌年住民に対してアンケート調査を実
施して、客観的に住民ニーズを把握した。さらに翌年の自治会総会
にて、特別議案を提案し、採択された。交通利便性、災害時の見守
り、自治会館建替えがお主なテーマとなった。特に交通利便性に関
しては、送迎の利用は一部の住民に限られるため、会員全体の合意
が必要な自治会には馴染まないと考えた。また、コミュニティバス
の運行において観光バスは不特定者は乗車できないと言った法規制
上の問題もあり、希望者による会員制が馴染みやすと考えた。
 
資源調達の内容
自
治
会
・自治会による地域ニーズに関する実態調査を実施した。
・同様なニーズを持つ近隣自治会との連携依頼窓口となった。
・自治会役員や会員からEバス運営委員に複数就任した。
（自治会会長と運営委員会会長の兼任等）
・委員の募集を自治会長である運営委員会長名で実施した。募集に際しては回覧板
を活用した。
・自治会長である運営委員会会長名（当時の名称：下和泉地区交通対策委員会会
長）により契約を締結した。
・自治会長である運営委員会会長による、Eバス運行のための基金の募集をした。
そ
の
他
・観光バス会社「天台観光」が運行協力した。目標額に達しない暫定的な金額によ
り契約を締結した。
・観光バス会社により、道路運送法等に関する情報提供やアドバイスが行われた。
自
治
会
・元自治会長が運営委員会会長を務める。
・元自治会役員や会員から運営委員に複数就任している。
・創成当時集めた基金を収支に応じて活用している。
・元自治会長である運営委員会会長による、Eバス運行のための基金の募集（第２
次）を行った。
そ
の
他
・天台観光バスが、運営委員会の会費の集まり具合に応じて柔軟に運行内容を調整
している。
※2013年より、横浜市地域交通サポート事業として路線バス化している。運行は新たに路線バ
ス認証を受けた天台観光が継続して担っている。
創
成
期
持
続
期
【　Eバス運営委員会　】　
 地下鉄開通に伴いバス便が急激に減り、突然交通不便になるという外的要因のインパクトが極め
て大きく、地域住民の“なんとかしたい”という機運が高かった。当時の自治会長Sさんも会社退
職後、若い世代の転出や高齢化の進展を実感していた。地域課題の解決に向けて特別対策委員会を
自治会内につくり出した。パフォーマンス・ギャツプを埋めようとする最初のアクションである。
その後、アンケートによるニーズ調査、優先順位の検討、そして実行へと移していった。また、役
員等の既存の固定化したメンバーに負担が偏らないよう、公募によるメンバー募集を行い、E バス
表9 Eバス運営委員会の資源調達 
表8 Eバス運営委員会におけるパフォーマンス・ギャップの認知 
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委員会を設置し運営母体を確立した。また、自治会長であり、 Eバス運営委員長だったSさんは、
当初より、利用者は特定のニーズを持つ人しか利用しないと考えたこと、そして周辺地域の同様な
ニーズを持つ人たちにも利用してもらいたいと考え、自治会主体ではなく別組織が良いと判断した。 
資源調達に関しては、注目すべきは、事業体設立後は自治会からの財源的な支出はないことであ
る。課題把握や住民の意識啓発までは自治会が主導し、その後の実働に際しては、自治会から独立
した別組織を作り出している。 
 
d．NPO法人あやめ会［類型Ⅲ］ 
Eバス同様にSさんが主導した事業体である。阪神淡路大震災以降、地域で優先して取り組むべ
き主要なテーマとなっていた、災害時の弱者支援に地元のスーパーと生活物資協定を締結したほか、
自衛防災隊を発足し、避難誘導班、救護班などの体制を整えた。その後に、日常的な支援の必要性
を感じていた自治会の役員らが主導して、高齢者や障がい者の外出支援の活動を任意団体「あやめ
会」として発足した。ニーズを実感するとともに、区社会福祉協議会が主導し、区内の地区社会福
祉協議会に対して、送迎ボランティア活動の立ち上げや実施支援を始めつつあった。このこともあ
やめ会誕生の後押しとなっていた。単位自治会では助成金を得られにくい状況にあったため、任意
団体として活動を始めることとなった。このように、災害弱者への支援という出発点があり、平時
の支援の必要性、社会福祉協議会からの支援があり、パフォーマンス・ギャツプを埋めるインセン
ティブとなっていた。 
 
【　NPO法人あやめ会　】
地区の概況 パフォーマンス・ギャップの認知
　自治会会員は970世帯、自治会
加入率は95%、65歳以上人口の割
合は35%を超える。
　地下鉄駅からバスで15分程度の
位置にある。既存のバス路線の廃
止と本数の減少。高齢化が進み、
既存のバス停までの歩行困難者が
増加している。
　会社を退職した直後に自治会長に就任したS氏は、それまでに何年
も申し送りとなっていた地域課題を、そのままさらに申し送りとす
ることはあり得ないと考え、自治会内に特別対策委員会を設置し、
諸課題の検討に入った。その翌年住民に対してアンケート調査を実
施して、客観的に住民ニーズを把握した。さらに翌年の自治会総会
にて、特別議案を提案し、採択された。交通利便性、災害時の見守
り、自治会館建替えがお主なテーマとなった。地域には高齢者が多
く、災害時のみらならず日常的な送迎ボランティアの必要性を強く
認識していた。活動に際しての資金獲得のためには、対象となる人
が限定的であるため自治会とは異なる別団体を設立する必要があっ
た。これまで自治会に縁の無かったお年寄りからも賛同を得られる
など自治会に対する期待の声を貰った。
 
資源調達に関しては、事例 c の E バス同様に課題把握や住民の意識啓発までは自治会が主導し、
その後の実働に際しては、自治会から独立した別組織を作り出していることである。事業体設立後、
自治会から継続しての財源的支援を受けている（年５万円）。 
 
表10  NPO法人あやめ会におけるパフォーマンス・ギャップの認知 
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表11 NPO法人あやめ会の資源調達 
資源調達の内容
自
治
会
・自治会による地域ニーズに関する実態調査の実施。
・自治会役員や会員からのNPO理事や運営委員に複数就任。
（自治会会長とNPO法人代表の兼任、会計や事務処理を得意な人の兼任等）
・ボランティアの募集を自治会長名で実施。募集に際しては回覧板を活用。
・年間５万円の財政支援。
そ
の
他
・社会福祉協議会から助成金を得た。
・ボランティアの所有する車を送迎用に使用した。
自
治
会
・元自治会長や元役員がNPO法人代表や役員を務める。
・元自治会役員が担い手として3名活躍している。
・年間５万円の財政支援。
そ
の
他
・地域包括支援センターの担当職員も交えた定例会議を実施し、専門的な内容や地域内
のニーズについて情報共有が進んだ。
・連合自治会エリアを対象として活動する地区社会福祉協議会に、同様な活動組織「福
祉の会」が誕生した。あやめ会が対応できない際には、福祉の会が代替するといった
コーディネートを実現している。
持
続
期
【　NPO法人あやめ会　】
創
成
期
 
e.庄戸の元気づくり［類型Ⅳ］ 
表12  庄戸の元気づくりにおけるパフォーマンス・ギャップの認知 
【　庄戸の元気づくり　】
地区の概況 パフォーマンス・ギャップの認知
　庄戸の元気づくりを行う５
つの自治会を合わせた地区の
合計世帯数は1350世帯。65歳
以上人口の割合は30%を超え
る。
　私鉄駅からバスで20分〜30
分程度の位置にある。小高い
山の頂上付近にある住宅地で
ある。栄区内で高齢者の割合
は最も高い。建築協定締結地
区で1区画辺りの面積も平均
250m2を超える。景観の美し
い住宅地である。近年、中学
校の統廃合が進んでいる。ま
た食事をするお店がない。
　区内でも、特に高齢化の進んでいた庄戸地区（庄戸１丁目、庄戸
２丁目、庄戸３丁目、庄戸４丁目、庄戸５丁目）の庄戸5町会協議会
に、区役所から3年間のモデル事業の誘いがあった。5町会の会長
は、高齢化や町の将来を考え賛同した。しかし、各町内会での議論
を踏まえた結果、2町会が賛成、3町会が反対となり、5町内会の総意
として進めることが難しくなった。自治会のメンバーの高齢化や負
担増への不安があった。一方、モデル事業そのものの意義や理解は
あったため、5町内会自治会長の理解のもと、公募による実行委員会
形式で活動を始めることとなった。21名が集まった。その内16名は
初めて知り合う人たちだった。
　1年弱の検討会の中で5つの部会が立ち上がり、その中でもサロン
づくりのニーズが高いことがわかった。実行委員長であり、自治会
長だったAさんの自宅付近でほぼ無償で賃借できることとなった。A
さんは民生委員をしている際に、当時住んでいた人の世話をしてい
たこともあり、信頼を得やすい状況にあった。
 
庄戸地区という区内でも高齢化の先進地において、５町会で課題を共有する定期的な場があった
こと、そして5町会の会長同士の信頼関係があったこと、単一の自治会では規模が小さく新しい取
り組みが始められないが５町会の協働体制があったことなど、合意形成や活動を始めやすい内的な
要因があった。また区役所からモデル事業の提案があったことが外的な要因としては大きい。区役
所からの働きかけ後は、5 町会の理解を得て、公募による人材発掘を行えたことで、機運が高まっ
た。その後1年弱の中で勉強会を重ねて地域のニーズ把握や資源把握が進んだ。これらについては、
運営委員会委員長になるAさんが民生委員を長年務める中で、地域の実状を具体的に把握しており、
なんとかしたいという強い思いがあった。 
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資源調達に関しては、最初の段階で3町会が町会総意としては賛同できない表明をしていたこと、
各町会の役員の任期や負担を考えても自治会が主導するのは難しいと考えていたことから、自治会
からの直接的な支援をあまり期待せず、有志による新しい組織を作り出した。その後も自治会から
の直接的な支援はほぼ無いが、民生委員が活動の中心メンバーに入っていることや元自治会役員な
ど地域の顔役的なメンバーがいることで自治会から厚い信頼を得ている。 
表13 庄戸の元気づくりの資源調達 
資源調達の内容
自
治
会
・5町会協議会による意義の確認と理解を得た。
・5長会会長名による事業実施の案内を全戸へ配布した。
・実行委員のメンバー公募を各自治会の班回覧で行った。
・運営委員長を務める当時自治会長のAさんほか、地区の民生委員5名が設立メンバーと
なった。
・運営委員長を務める当時自治会長のAさんにより、空き家所有者と使用貸借契約書を締
結した。
そ
の
他
・区役所よりモデル事業として、勉強会やワークショップ開催などに関する予算を確保さ
れた。
自
治
会
・拠点の転居が必要となった際に、各町会の民生委員に情報提供を依頼した。（地区内に
40−50軒程度の空き家があることが判明した。一方貸借契約に至る物件はなかった。）
・その後、運営委員の身内のつながりで物件を見つけ、当時自治会長で、現在運営委員長
のAさん名義で使用貸借契約書を締結した。
そ
の
他
・区役所、区社会福祉協議会、地区社会福祉協議会から補助金を得ている。
・自治会等が行うことが少なくない集団資源回収を庄戸の元気づくり実行委員会が行うこ
とで自主財源確保につながっている。
持
続
期
【　庄戸の元気づくり　】
創
成
期
 
５．２．分析結果 
自治会を基盤とする生活支援事業体の創成と持続に関して、自立運営する５つの事例分析から導
かれる知見を整理する。まず、それぞれの事例の共通点から生活支援事業体の創成とその後の持続
に必要な要件を整理する。次に類型別に事業体の経営にどのような差異があるのかを確認する。 
５．２．１．自治会によるパフォーマンス・ギャップの認知 
(1)ニーズを把握する前進となる主体形成 
自治会長などの役員のニーズ把握は突然行われるのではない。コミュニティ・サロン ほっこり、
農園サロン・朝市サロンでは、地域の見守り活動やそれに伴う組織体制を整備する中で、現状やこ
れからの地域ニーズを把握していた。またそのための組織体制の整備についても、これまでの行事
型の自治会とは異なる活動を作り出すために、自治会の総意としてビジョン形成や目的共有を図り、
事業体の基盤となる体制づくりが予め進められていた。つまり、前進となる事業実施時にパフォー
マンス・ギャップを既に認知しており、それを埋める取り組みを始めていたのである。こうした経
験により、自治会リーダー層が確信を持って発展的な事業体づくりを進めることができた。 
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(2)自治会主導によるニーズ調査 
すべての事例でニーズ調査が行われている。アンケート調査、ワークショップである。これに加
え、民生委員を経験した自治会リーダーは、より具体的な当事者のイメージを持つなどしている。
ニーズ調査は、Eバスやあやめ会では自治会内に設置した特別対策員会、コミュニティ・サロンほ
っこりの保健福祉部のように自治会そのものが調査主体となりアンケートを行う場合のほか、庄戸
の元気づくり実行委員会や農園サロン・朝市サロンのように公募で集まったメンバーによる勉強会
の２つのタイプがあった。 
(3)行政等からの働きかけや支援、相談 
モデル事業などの時限付きの財源のある支援を行政が積極的に行うことで、自治会側がパフォー
マンス・ギャップを次第に認識している。庄戸の元気づくり事業は、行政からの働きかけが大きく、
また上述した(1)に挙げた見守り事業に関しても、行政からの働きかけや支援があり活動が展開した
ものである。農園サロン・朝市サロンは、その前身となる孤立死予防に関する取り組みに関して地
区社会福祉協議会から相談があったことが始まりである。 
５．２．２．タイプ別に見た資源調達 
(1)信頼 類型によらず、5つの事例からわかることは自治会の持つ信頼、あるいはその背景にある
地域代表的性格という自治会の持つ特有の資源に対する期待が極めて高いことが示された。 
自治会や自治会長名によるアンケート調査や契約時の信頼保証につながっていることが伺えた。 
(2)財源 類型Ⅰの農園サロン・朝市サロンと類型ⅢのNPO法人あやめ会で自治会からの直接的な
財源支援があった。前者は土地の賃借料（年約 6 万円）、後者は事業費（年約 5 万円）である。見
守り活動や高齢者等の送迎支援ということで、両者ともに“住民いずれはすべての人に必要な活動”
という理解のもと、自治会の総意を得て支出されている。ニーズが一定の範域内の住民すべての人
に共通する事業体の場合に得られやすいことがわかる。 
(3)人材 自治会の人材活用については、程度の差はあるがすべての類型で資源調達が見られる。事
業体創成期には、自治会長がすべての事例でリーダーを務めていた。また特筆すべき点は、5 つの
事例すべてにおいて、公募によるメンバー募集をしていることであった。また類型Ⅲの NPO 法人
あやめ会は、自治会の役員等を終えたのちの活躍の場という認識も共有されており、自治会から組
織的に独立して 10 年以上経過しているが、元自治会役員等の自治会経験者の参画という観点にお
いて、自治会の貢献度は高い。 
(4)拠点 事業内容により空間的な利用の有無はあるが、サロン事業を展開している3つの事例のう
ち、類型Ⅰの２つは、自治会が借り受けた土地、所有する部屋を、低廉な家賃ないしは無償で提供
を受けていた。類型Ⅳの庄戸の元気づくりは、自治会からの援助はなく、物件探しから契約まで直
接交渉している。ただし、中心メンバーが元自治会役員や民生委員であり、地域のキーパーソンで
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あるという人格信頼を生かした拠点確保をしていると言える。 
(5)広報媒体 類型Ⅳの庄戸の元気づくり以外の4つの事例ではすべて、広報において何らかの支援
を受けている。4 つに共通するのは、新たな事業開始の案内や人材募集、活動報告である。会報紙
への掲載、回覧板や掲示板の活用がある。支援を受けていない庄戸の元気づくりは、広報物を定期
的に作成しているが、事業体メンバーにより手分けして全戸配布を基本として行っている。 
(6)ノウハウ 類型に寄らず、自治会を基盤とする事業体は、民生委員経験者や自治会役員が中心メ
ンバーとなっていることが多く、見守りや生活支援に関するサービス資源のマッチングに関する経
験が豊富であり、他のメンバーにはないノウハウとして生かされている。また、自治会から始まる
事業は、リーダーや担当者の特技を生かしたものとなることが少なくない。例えば、農園サロン・
朝市サロンの農作業の技術や、コミュニティサロンほっこりの食事の提供、庄戸の元気づくりの乳
幼児の親子サロンにおける子どもの見守りが挙げられる。 
６．おわりに〜事業体を核とした地域づくりに向けて〜  
自治会を基盤とした事業体づくりは、自治会の持つ地域代表的性格や信頼、そして資源調達の観
点からも、地域のニーズに応える生活支援の担い手として期待できることが明らかとなった。今後、
さらにこうした取り組みを促進するために必要な観点を、分析結果を踏まえて提起する。 
(1)組織再編を促す活動の働きかけ  
パフォーマンス・ギャップの認知は、外的な要因が大きいことが確認できた。行政からの働きか
けや社会福祉協議会からの相談である。ただし、そこには見守り活動など前身となる活動があり、
組織的な体制変化や中心メンバーの意識啓発がされていたことである。これは類型Ⅰに確認できた
傾向である。別の見方をすれば、地域住民に共通するニーズに対して、組織体制の見直しをしつつ、
アクションを始めている自治会では、パフォーマンス・ギャップの認知をしやすく、また自治会か
らの資源調達をしやすい可能性がある。そして、事業体を生み出している自治会はその事業体を生
み出す以前に組織再編を伴う活動を行っているということである。今回の調査では「行政の働きか
けによる見守り活動」がこれに当たる。このことは、従前の組織再編を伴う活動をいかに働きかけ
るかが要点となることを示している。 
(2)自立経営とサービス範域 
事業体は、自立した経営をするためには、寄付や助成金だけでなく自主財源をどのように獲得す
るかが鍵となる。つまりサービス利用者をどの程度獲得できるかである。今回の 5 つの事例では、
サービス範域を限定しているものとしていないものがあった。サービス利用者を自治会（ないしは
自治会連合会）内の住民に限定しているのは、類型Ⅰの農園サロン・朝市サロンと類型Ⅲの NPO
法人あやめ会である。いずれも自治会（ないしは自治会連合会）から活動補助金を得ていること、
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対象者を限定した上で区役所や区社会福祉協議会から補助金を受けていること、そして、利用者が
一定数を超えると担い手が限られている中でサービス供給体制が整わないという問題が生じること
が共通していた。地域で事業体を創生する際の事業規模をどの程度まで拡大するのか・しないのか、
また特定の対象者に限定することと補助金獲得は強く関係していることから、どの程度のサービス
範域とするとどのような補助金を獲得できるのかといった判断が重要となる。一方、サービス範域
を限定しない他の3つ事例では、自治会から直接の補助金を得ていないことが共通していた。その
他、特筆すべきことは 5 つの事例とも 1000 世帯を超えるサービスの範域を持つことである。これ
は担い手募集や、利用者の数、サービス提供可能な地理的な広がりなど、いくつかの因果関係があ
りそうである。今後の研究課題である。 
(3)自治会の触媒化・協議の場の運営力向上 
類型によらず共通していたのは、地域代表的性格を持つ自治会の「信頼」を上手に活用していた
ことである。地域課題に対する啓発的なニュースの提供、人材募集、サービスへの信用保証、対外
的な交渉である。自治会そのものは行事型の運営から内発的に自己改革することは難しい。また、
担い手の減少や高齢化、一部の人への負担増を考えると、人材登用や役員の役割などの組織体制の
見直しが必須であるが、これについても現行リーダーの思い切った改革が必要であり、見直しは進
まない。こうした状況の中でも負担なくできることがある。自治会の触媒機能の強化である。地域
づくりを担う中核組織としてコーディネート機能を強化するのである。先に挙げた信頼をベースと
して、新たな事業の展開を伴走的に支える役割である。中でも、すべての事例で取り組まれていた、
ニーズの把握から住民とのビジョンや情報の共有は、自治会の役割として特に重要であることが示
された。 
触媒機能を高めていくには、地域の状況把握やニーズの共有、事業体として応答すべき課題の優
先順位の検討などが必要となるが、そこで重要なのが「協議の場」の運営である。自治会において
は既に多様な協議の場が存在しているが、新たな事業を展開していくプロセスに関与することは稀
であるだろう。新たなビジョン形成や核となる事業づくりが実体化していくには、ニーズを持つ当
事者の参画や、新たな担い手グループの形成が不可欠であり、そのためには価値観や属性の異なる
多様な人との協議が要となる。地域住民自治を進める上で自治会の改革は待ったなしである。政策
テーマとして自治会の触媒化機能の強化と、それを促進させる協議の場の運営力の向上が求められ
ている。 
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注 
1  コミュニティデザインは、宇都宮大学地域デザイン科学部による文科省設置審査書類において次
のように記されている。「コミュニティ」は望ましい地域社会像を意味する期待概念であり、「ソ
フトウェア（制度と社会資源・文化）」や「つながり（地域ニーズの把握・分析・合意形成やハ
ードソフトの組み合わせ方）」の領域において、最適な課題解決プロセスが成立している地域社
会の状態を示す。また、こうした社会目標に向けて営まれる様々な諸活動やその主体、制度、課
題解決プロセスを創りだすのがコミュニティデザインである。本研究はその中でも、地域社会の
中の主体形成に着目している。 
2  森岡清志は、住民が特定の地域空間に居住する瞬間から、その地域における共同の生活問題を専
門的に処理する地域別の問題処理システムを利用せざるをえないとし、 地域別問題処理システ
ムの共同利用に、現代の地域社会の媒介的共同性、隠れた共同性が存在していることを示してい
る。 
3  地域密着人口とは、年少人口（15歳未満）と老年人口（65歳以上）の全人口に占める比率のこ
とである。年少人口と老年人口は、自分が暮らす地域への密着の度合いが高いと解釈され、こう
した地域密着人口の比重が高まることは、ローカル化が進展することの基盤条件であるとしてい
る。 
4  総務省が5年に１度実施する社会生活基本調査では、日本人の生活行動を1次行動（生理的な行
動）、2次行動（拘束的な行動）、3次行動（余暇的な行動）の3つに分け調査を行っている。そ
の中で趣味やボランティア活動に該当する3次行動が増加傾向にあることを示している。 
5  本研究は森・新川と同じ研究関心を持つ。森・新川らは、自治会からNPO法人の生成において
加入ルールと自治会・NPOシステムの相互依存を元に4つの類型化を試みている。 
6  1999年に市民活動と行政が協働するにあたっての6つの原則「対等の原則、自主性尊重の原則、
自立化の原則、相互理解の原則、目的共有の原則、公開の原則」が示されている。 
7  横浜市泉区は、現行法制度内の取組として、区内にある 12 の連合自治会町内会の区域を単位と
して、自治会のほか、地域で活動する各種団体（地区社会福祉協議会、スポーツ推進委員協議会、
NPO団体、商店会など）で構成し、地区内での合意形成を図りながら課題解決に取り組むエリア
マネジメント組織として、地区経営委員会を設置して各地区の特性に合わせた事業を展開してい
る。 
8  自治会の原型は組織生成や機能の捉え方により様々にある。大化の改新における五人組隣保制度
により年貢の確保・法令の伝達周知を図ったこと、近世において、宗教や浪人の取り締まりなど
統治的な末端組織として同様な組織が存在した。近代では、より政治的支配の側面が強化された。
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戦時下には国策として組織化が強化された。戦後解体したが、1950 年代以降、再び組織化が見
られるようになった。現代の自治会の機能は、①親睦機能、②共同防衛機能、③環境整備機能、
④行政補完機能、⑤圧力団体機能、⑥町内の統合・調整機能の6つに整理されることが多い。 
9  横浜コードにも挙げられており、また、住民参加論のシェリー・アーンスタイン（1969）にお
いても情報提供と参加の関係に着目する重要性が述べられている。 
10 ここでは、ルーマンの信頼理論「信頼：社会的な複雑性の縮減メカニズム」（1968）をもとに人
格的信頼と非人格的信頼（システム信頼）に分けて整理をした。人格的信頼とは、他者との関わ
り合いの中でその他者の人格に対して形成される信頼である。それに対し、システム信頼とは、
貨幣制度や公権力などの非人格的なシステムに対する信頼であり、分化の進行した複雑な社会に
おいてはこのシステム信頼がより一層重要な役割を果たしている。 
11 Pfeffer, J.は Introduction to the classic edition. In J. Pfeffer & G. R. Salancik, The external 
control of organizations: A resource dependence perspective. Stanford, CA: Stanford 
University Press(2003). において、組織における活動は合理的なものにする手続きや予測を通
して、外部の諸制約に対して適応しなければならないとしている。 
12 Warnerfelt, B .は A Resource-Based View of the Firm  Strategic Management Journal, 
Vol. 5, pp. 171-180(1984).において、「資源」の概念を戦略論の視点から吟味し、従来の視点とは
異なり、企業が持つ経営資源や、そのマネジメントの方法と利益性との関係に着目した。つま
り,企業の成長は企業が持つ経営資源に左右されるとした。 
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